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※車いすや手話通訳を希望する場合は要事前相談

●令和６年能登半島地震災害義援金・2024年台湾東部沖地震救援金へのご協力を
　　令和６年能登半島地震災害義援金受付期間／12月26日㈭まで　　　2024年台湾東部沖地震救援金受付期間／６月27日㈭まで　
　　■所市役所２階総合案内所前、市役所３階福祉総務課　ほか　■他詳細は市■HP参照　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■問福祉総務課☎042－481－7101

一般会計の
執行状況

市民 1人当たりの市税負担額状況 特別会計の執行状況

一般会計／ 市税をはじめ、国・都からの補助金や市債などを財源として、市民サービスの提供、都市基盤の整備などを行う会計
予算現額／当初予算に補正予算による増減と、前年度からの繰越事業費を加えたもの

　令和６年３月31日現在の市税調定額（506億679万円余）を、同時期の人口23万
9247人で割ると１人当たりの市税負担額は、21万1525円になります。この負担額に、
歳出の目的別の割合をかけると、どの目的でいくら活用されるかが分かります。

国庫支出金国庫支出金
188億5598万円188億5598万円
（17.9（17.9%%））

歳入
1053億
3174万円

歳出
1008億
7056万円

市税市税
498億8263万円498億8263万円
（47.4（47.4%%））

繰越金繰越金
59億5816万円59億5816万円
（5.7（5.7%））

都支出金都支出金
118億5345万円118億5345万円
（11.3（11.3%））

地方消費税交付金
56億5719万円
（5.4%）

使用料及び手数料　
20億7218万円（2.0%）

市債
27億5400万円（2.6%）

繰入金
43億6401万円
（4.1%）

その他
39億3414万円
（3.6%）

予算現額1145億28万円

　市の財政状況を年２回公表しています。令和５年度下半期（令和６年３月31日現在）の財政状況では、当初予算997億7000
万円に、令和４年度からの繰越事業費と８回の補正予算を追加した予算現額1145億28万4416円の概要をお知らせします。詳細
は、市■HPでも閲覧できます。
（注） 歳入・歳出の各項目は、千円単位を四捨五入し、万円単位で表記しています。千円単位で表記されている額と％数値が一致しない場合があります。

また、収入済額・支出済額には、令和６年４月・５月の出納整理期間に収入・支出したものを含みません。

総務費総務費
127億2534万円127億2534万円
（12.6（12.6%%））

民生費民生費
548億2665万円548億2665万円
（54.4（54.4%%））

土木費土木費
97億4442万円97億4442万円
（9.7（9.7%））

教育費
94億4134万円
（9.4%）

衛生費
61億6298万円
（6.1%）

公債費
36億9926万円
（3.7%）

消防費　
25億6518万円（2.5%） その他

17億539万円
（1.6%）

予算現額に
対して92.0%の
収入率

予算現額に
対して88.1%の
執行率

市議会の運営に関する
経費

市民の健康管理、ごみ
処理などに関する経費

市内商工業の振興や観
光に関する経費

小・中学校などの教育、スポー
ツなどの社会教育に関する経費

公共施設の建設など多額の支
出をするために借入れたお金
の返済に関する経費

道路や公園の整備など
に関する経費

市内の防災対策などに
関する経費

市内の勤労者互助会、労
働振興などに関する経費

市内農業の育成、市民農園
の運営などに関する経費

市民の福祉などに関す
る経費

市役所の運営、文化・コミュニ
ティの振興などに関する経費

特別会計／特定の事業を行うため、または特
定の収入で支出するための会計

事業名 予算現額 収入済額 支出済額
収入率（％） 執行率（％）

国民健康保険事業 224億5719万円 206億9699万円 206億 777万円
92.2 91.8

用地 16億9918万円 16億9744万円 16億9744万円
99.9 99.9

介護保険事業 174億4597万円 171億3479万円 158億0399万円
98.2 90.6

後期高齢者医療 60億9012万円 60億6421万円 60億2783万円
99.6 99.0

合　計 476億9245万円 455億9343万円 441億3704万円
95.6 92.5

公営企業会計（下水道事業）の執行状況 公営企業会計／経営内容の明
確化などのため、発生主義・
複式簿記により収支を把握す
る会計（資産・負債・資本・
収益・費用の増減を伴う全て
の取引活動を記録し、貸借対
照表や損益計算書などの財務
諸表を作成）

※下水道事業は令和２年度から公営企業会計に移行
※執行額は調定額・支出決定額を表す

収入 支出
予算現額 56億8944万円 61億3405万円
執行額 54億9688万円 58億2885万円

執行率（%） 96.6 95.0

市債残高の状況
一般会計

区分別 市債残高
下水道債 83億3772万円

公営企業会計（下水道事業）

　市債とは、短期間に多額
の財源を必要とする事業に
充てるため、国・東京都な
どから借り入れる資金で、
資金調達や事業にかかった
経費を平準化し、世代間の
負担を公平にする効果があ
ります。なお、市債の返済
は毎年行っています。

※収入済額を超える支出済額（不足額）は、一般会計などの資金を一時運用

区分別 市債残高（構成比率（％））
土木債 155億8630万円 （40.4）
教育債 111億 244万円 （28.8）
総務債 44億8758万円 （11.6）
臨時財政対策債 25億6736万円 （6.7）
民生債 18億7331万円 （4.9）
衛生債 15億2095万円 （3.9）
消防債 11億9865万円 （3.1）
減税補塡債 2億 470万円 （0.5）
枠外債 2200万円 （0.1）
災害援護資金貸付金債 293万円 （0.0）

合　計 385億6621万円（100.0）

第１回高齢者福祉推進協議会
■日６月27日㈭午後６時30分～８時30分（受
付６時10分～）　■所文化会館たづくり12階
大会議場　■定当日先着５人　
■問高齢者支援室☎042－481－7149

第246回東京都都市計画審議会
■日９月10日㈫午後１時30分～　■所都庁内会議室　■定15人（多数抽選）
■申■問往復はがきに住所、氏名、電話番号を明記し、８月15日㈭（消印
有効）までに〒163－8001東京都都市整備局都市計画課
☎03－5388－3225 （まちづくり推進課）

議会費 1051円

衛生費 １万2924円

商工費 2127円

教育費 １万9835円

総務費 ２万6685円

労働費 100円

土木費 ２万 434円

公債費 7757円

民生費 11万4971円

農業費 262円

消防費 5379円
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